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経営TOPICS

　災害救助法（昭和22年10月18日法律第118
号）では、被災者だけでなく、被災した企業に対し
ても、一日も早く経営が再開できるように、さまざ
まな取り組みが行われています。
　日本政策金融公庫は、『平成30年7月豪雨』で
災害救助法が適用された11府県110市町村（平成
30年8月時点）の中小企業と小規模事業者を対
象に『災害復旧貸付』を実施。小規模の企業に融
資する『国民生活事業』では、3千万円を限度額
に、2年以内の据置期間を含む、10年以内の融資
期間を設けています。また、主に中規模以上の企
業に対して行われる『中小企業事業』では、限度
額1億5千万円を別枠で融資。同じく2年以内の据
置期間を含む、10年以内の融資期間を設けてい
ます。
　また、貸付金利は、7月現在で、基準利率(貸付
期間５年以内)を中小企業事業1.16％、国民生活
事業1.36％とし、貸付額のうち1千万円を上限とし
て、貸付金利から0.9％の引下げ（貸付後3年間）
を行っています。
　さらに今回は、『小規模企業共済災害時貸付』も
適用されました。対象は、被災者であり、小規模企
業共済制度へ加入した後、貸付資格判定時まで
に、1年以上の掛金を納付している共済契約者で
あることが条件となります。この場合の貸付利率

は、6月現在で、年0.9％、貸付期間は貸付金額
500万円以下が36ヵ月、505万円以上が60ヵ月
となっています。

　　
 
　平成30年7月豪雨では、経済産業省の主導で、
特別相談窓口の設置や、『セーフティネット保証4 
号』の適用などが行われました。セーフティネット
保証4号とは、自然災害等の突発的事由により売
上高などが減少している中小企業・小規模事業者
を対象に、信用保証協会が一般保証とは別枠の
限度額で、融資額の100％を保証するというもの
です。
　また、各県の日本政策金融公庫、商工組合中央
金庫、信用保証協会に対して、返済猶予を含む、
既往債務の返済条件緩和・変更などを要請しまし
た。しかし、特別相談窓口では資金繰りに関する
相談が4割を占めており、中小企業や小規模事業
者の不安が依然として解消されていません。こう
した現状を踏まえ、経済産業省は今後も返済条
件緩和などの要請を行っていく姿勢を表明してい
ます。
　大規模災害では、企業に向けたさまざまな支援
が実施されます。速やかに各自治体の相談窓口に
足を運びましょう。

2018年7月、台風と前線の影響による記録的な大雨で、西日本を中心に各地で甚大な被害が出
ました。政府はこれを受け、全国11府県110市町村に対し、『災害救助法』を適用。被害を受けた
中小企業に対し、災害復旧貸付の実施や、債務の返済条件緩和を要請するなど支援を行いまし
た。災害に備えて、被災時には企業としてどんな支援を受けられるのかを知っておきましょう。

被災時に頼りになる
災害復旧貸付制度や返済条件の緩和とは？

既往債務の返済条件緩和を
国が後押ししてくれる？

災害復旧貸付制度で借りられる
金額と貸付期限は？
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データで見る経営

　厚生労働省は“過労死ゼロ”を目標としています
が、実際に雇用する側である企業が真剣に取り組
まない限り、達成されることはないでしょう。実際、
過重労働によって従業員の健康が損なわれること
は、企業にとってもデメリットしかなく、労災や訴
訟のリスクも発生してしまいます。
　では、事業主はどのような対策を行えばよいの
でしょうか？　たとえば、次のような取り組みがあ
げられます。
・長時間労働の削減
・賃金不払残業の解消
・メンタルヘルス対策の積極的な推進
・働き過ぎによる健康障害の防止
・職場におけるパワーハラスメントの予防と解決
・有給休暇の取得促進
・上司、同僚、専門家への相談体制整備
　日本の長時間労働者の割合は欧米諸国に比べ
て多く、過労死の防止は、喫緊の課題となりまし
た。 ワークライフバランスを意識した働き方の見
直しは、企業価値を上げ、人材確保にもつながり
ます。
　最も重要なことは、労働基準や労働安全衛生
に関する法令を、企業が遵守することと言えるで
しょう。

規定の時間を超えた長時間や時間外の労働を強いられ続けることは、深刻な心身の健康被害
をもたらしかねず、ときには死亡や自殺のリスクを引き上げるものとして問題視されています。
しかし、なかなか早急な解決には至っていないのが現状です。根本的な是正、改善に向けて、企
業は何を重要視すべきなのでしょうか。

　2018年６月『働き方改革関連法案』が成立し、
政府は長時間労働の削減に向けて動いています
が、過労による病死や自殺のニュースは後を絶ち
ません。
　同年８月に厚生労働省は『長時間労働が疑わ
れる事業場に対する監督指導結果』を公表。前年
度に監督指導を実施した25,676事業場のうち、
約70％に当たる18,061の事業場でなんらかの
労働基準関係法令違反があり、約45％に当たる
11,592事業場で違法な時間外労働の事実があ
りました。このうち、時間外・休日労働が最も長い
労働者の時間数をみると、月に80時間を超えるも
のが8,592事業場（74.1％）で、100時間を超え
るものが5,960事業場（51.4％）でした。
　時間外・休日労働が月に100時間を超える、あ
るいは２～６カ月間の平均が月80時間を超える
と、脳疾患や心臓疾患の発症との関連性が強くな
ることが、医学的に認められています。そのため、
月に80時間の時間外・休日労働は“過労死ライ
ン”と呼ばれることがあります。 今回の指導で、違
法が認められた事業場には是正勧告書が交付さ
れましたが、今なお多くの事業場で長時間労働が
行われている現実を示した結果となりました。

過労死はなくなるか？　
今なお続く“時間外・休日労働”

最新の監督指導結果から
浮かび上がる実態

過労死を防止する
企業のコンプライアンス

出典：厚生労働省「長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果」（2018年８月７日）

違法な時間外労働があったもの

うち、月80時間を超えるもの

うち、月100時間を超えるもの

うち、月150時間を超えるもの

うち、月200時間を超えるもの

11,592事業場（45.1％）

8,592事業場（74.1％）

5,960事業場（51.4％）

1,355事業場（11.7％）

264事業場（ 2.3％ ）

2017年４月から2018年３月にかけて労働基準関係法令違反があり、
是正勧告書を交付した事業場18,061事業場（全体の70.3％）のうち
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税務・会計2分セミナー

2019年10月1日、10％への増税と同時に、税率の引き上げに伴う低所得者への配慮として『消
費税の軽減税率制度』が実施されます。今回は、軽減税率の対象品目はどんなものがあるのか、
また軽減税率制度が業務にどう関係するのかについて解説します。

　消費税が８％から10％となっても、軽減税率
の適用対象となるものは消費税８％で、現状のま
ま据え置きされます。
　軽減税率の対象になるのは大きく分けて、下記
の２項目です。

●飲食料品（酒類・外食を除く）
●週２回以上発行される新聞（定期購読契約に
基づくもの）

　たとえば、コンビニで持ち帰りの弁当を買うと
きは軽減税率の適用対象ですが、それをイートイ
ンスペースで食べると店内での飲食、つまり『外
食』となるため、軽減税率の対象外となります。そ
のため、イートインスペースを利用するかを顧客
に確認して会計することになります。
　ケータリング、出張料理は適用外ですが、有料
老人ホームなど生活の場における飲食料品の提
供や、学校給食法第３条２項に規定する義務教
育諸学校において設備の設置者が行う学校給食
は適用対象です。
　また、一般書籍、定期購読している週刊誌や月
刊誌は軽減税率の対象外です。週２回以上発行
する新聞についても、定期購読契約に基づくもの
であれば適用対象ですが、駅売りや電子版など
は対象外となります。
　おもちゃ付きのお菓子など、食品と食品以外の
ものが一体となっているものは、税抜価格が1万
円以下であり、食品の占める割合が全体の３分の
２以上の場合に限り、適用対象です。

 
 
　軽減税率制度が実施されると“複数税率”とな
るので、取扱い商品や仕入れに適用される税率
に間違いがないか確認する、帳簿や請求書など
は税率を分けて記載しなければならないなど、業
務で対応しなければいけないことが増えます。
　課税事業者の方は仕入税額控除を受けるた
め、2019年10月１日から2023年９月30日ま
で、帳簿と区分記載請求書などを保存しておく必
要があります（区分記載請求書等保存方式）。
　具体的には、現行制度の帳簿や請求書などへ
の記載用件に加えて、『軽減税率の対象品目であ
る旨』、『税率ごとに合計した税込対価額』を記載
する必要があります。
　先にご紹介したコンビニのように、同じ店舗で
８％のものと10％のものを精算しなくてはならな
い場合、複数税率に対応したレジや受発注システ
ムの導入、または改修をしなければならず、準備
には費用や時間も多くかかります。
　そのため、中小企業や小規模事業者の方々へ
は、そういった費用の補助が受けられる２種類の
補助金制度があります。レジの導入費や改修費
の支援を目的とした「Ａ型」と、EDI等電子的受発
注システムの導入費や改修費の支援を目的とし
た「Ｂ型」です。
　導入・改修費用の額にもより、上限もあります
が、おおよそかかった費用の２分の１から４分の
３の補助が受けられます。申請の受付期間は決
まっていますので、早めに確認しましょう。

もうすぐ実施！　
軽減税率制度をわかりやすく解説

軽減税率対策補助金
賢く利用して早めの対応を！

コンビニ弁当の消費税は、８％？10％？
注意しておきたい細かな区分



労務ワンポイントコラム
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　労働基準法では、労働時間が6時間を超える
と、休憩時間を与えることが定められています。休
憩時間の取得に関しては、正社員やアルバイト、
パート、派遣社員などで条件が変わることはな
く、すべて同じルールのもとで与えられます。
　取得できる休憩時間は、労働基準法34条１項
により、労働時間ごとに以下のように決められて
います。

●労働時間が６時間以内である場合は、休憩は与
えなくてもよい

●労働時間が６時間を超え８時間以内である場合
は、休憩を労働時間の途中に45分以上与えなけ
ればならない

●労働時間が８時間を超える場合は、休憩を労働
時間の途中に60分以上与えなければならない

　仮に残業などで労働時間が長くなる場合でも、
８時間を超える労働に対し60分の休憩時間を付
与していれば、企業がそれ以上の休憩を従業員に
与える義務はありません。しかし、長時間の勤務
では疲労が蓄積しますので、規定により休憩を与
える会社もあります。また、60分の休憩時間を15
分＋15分＋30分などに分割して与えることも、労
働基準法では特にルールが決められていないた
め、違法にはなりません。

　休憩時間について、労働基準法では“従業員に
休憩時間を自由に利用させなければならない”と

定めています（労働基準法34条３項 要約）。その
ため、事業主は休憩時間中は従業員の行動を制限
してはいけません。
　休憩時間には、守られなければいけない次のよ
うな原則があります。

●休憩は労働時間の途中に与えられる
●休憩中は労働から解放されている
●休憩は従業員へ一斉に与えられる（ただし、特定
の業種や労使協定を締結している場合は除く）

　たとえば「うちはお昼の休憩時間にもお客様か
ら電話がかかってくるから、会社から出ないで電話
の近くで休憩します」という場合は、労働から解放
された状態ではなく、労働時間とみなされ違法に
なります。適切な休憩時間を与えていないと、割増
賃金を支払わなければなりません。また、労働基準
法上の罰則の適用対象にもなります。

　休憩をしっかり取って働くことで、業務の生産性
が上がり、事故などのリスクも避けられます。従業
員を違法な状態で勤務させないように、企業が正
しいルールを把握しておきましょう。

きちんと理解していますか？　
休憩時間の正しいルール

取得できる休憩時間の長さは
労働時間ごとに決められている

休憩時間中の
電話対応は違法に!?

従業員の健康を守るため、労働時間中の休憩時間には、長さやタイミングが決められています。こ
れを正しく知っていないと、気づかないうちに従業員を違法な状態で働かせてしまうことにもな
りかねません。ここでは、働くうえで身近な休憩時間のルールについて、わかりやすく解説します。



社長が
知っておきたい

法務講座

　タバコの有害物質は主流煙よりも副
流煙に多く含まれるため、職場での受
動喫煙による健康被害は無視できませ
ん。このような事実をふまえ、平成27年
６月に労働安全衛生法が改正され、受
動喫煙防止対策が事業者の努力義務
として法律で明記されました。これは企
業規模に関わらず、すべての企業に適用
されます（労働安全衛生法第68条の
２）。
　この改正以降、従業員からの損害賠
償請求訴訟により、企業が和解金を支
払う事例も出てきました。

【事例】
積水ハウス株式会社の元従業員が、職
場の受動喫煙対策が不十分なため健
康被害を受けたとして、会社に対し損害
賠償請求訴訟を起こしました。第１審の
地方裁判所は元従業員の請求を退けま
したが、第２審の高等裁判所において、
会社が350万円を元従業員に支払う内
容の和解が成立しました。
　一方では、行き過ぎた禁煙運動に対
する根強い反発の声もあります。しかし
喫煙や受動喫煙による病気が減少すれ
ば従業員の健康が守られ、企業の医療
費負担も少なくてすむなど、企業が受動
喫煙対策に取り組むことにはメリットも
多く、結果的に会社の利益にもつながり
ます。

 
 

　厚生労働省の通達で示されている、

職場での喫煙に関する問題が増えています。“スモークハラスメント（以下、ス
モハラ）”とも呼ばれる受動喫煙のトラブルは、近年では従業員が企業へ損害
賠償請求訴訟を起こすまでに発展することも。従業員の健康を守りトラブル
を防ぐために、企業は受動喫煙防止対策としてどのようなことを行えばいいの
でしょうか？

企業が行わなければならない受動喫煙
防止対策について、４つのポイントをご
説明します。

１.会社の現状を把握する
妊婦や未成年、呼吸器・循環器に疾患
があるなど、特に配慮が必要な従業員
がいるかどうかなどを把握する。
２.施設や設備といったハード面での対
策を行う
屋外喫煙所を設置し、屋内は全面禁煙
とする。もしくは屋内に喫煙室を設置し
て空間分煙を行う。または喫煙可能区
域を設定し、適切な換気を実施するな
どの対策を行う。
３.会社の空気環境の測定を行う
浮遊粉じん濃度や一酸化炭素濃度を調
べ、濃度が厚生労働省が定める基準内
であることを確認する。
４.受動喫煙に関する教育を行う
管理職や従業員が一丸となって受動喫
煙防止対策を意識し、協力を求める。

　欧米企業の多くでは既に禁煙が基本
となっており、将来的には日本でも、企
業の受動喫煙対策の義務が厳しくなる
と予想されます。
　実際に今年、健康増進法の改正がな
されており、受動喫煙による健康被害の
影響が大きい子ども、患者などが利用
する施設や屋外における受動喫煙対策
を、一層徹底する方向で規制が強化さ
れました。
　こういった趨勢からみて、今後、企業
が社内の受動喫煙を放置した場合、従
業員のみならず顧客などからもその被
害を訴えられるといったトラブルが、よ
り増加することも考えられます。企業は
十分な対策を進めることが重要といえ
るでしょう。

急
増
す
る
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実
践
し
た
い
職
場
の
受
動
喫
煙
防
止
策

受動喫煙放置はスモハラ？
見過ごせないリスク

従業員の健康を増進！
企業が行うべき
受動喫煙防止対策とは？
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　資料請求があったら、ただ単に大量の資料を
送ればよいというものではありません。まずはそ
のお客様が請求をするきっかけとなった媒体を調
べることが大切です。
　Webであればどのページのどのバナーからき
たのか、雑誌であればどんな広告掲載誌を手に
取ったのかを確認し、実際にそれらを開いてみま
しょう。そこに載っている内容や雰囲気を探るこ
とで、お客様の好みや関心をある程度つかむこと
ができますし、自社が発信した情報の何が響いた
のかを知る手がかりにもなります。

　次に、担当者と会社について知ってもらう工夫
をしましょう。どんな商品やサービスも、結局は人
が売って提供するものです。商品やサービスの金
額が高いほど、お客様は慎重になりますし、警戒
もされます。共通点があるなど親しみを感じても
らうことは、お客様との距離を縮めるよいきっか
けとなるでしょう。
　ただし、ポータルサイトや雑誌からの資料請求
は複数社に一括でされる場合が多いため、反応
が遅ければ他社に流れてしまう可能性が高くなり
ます。すばやい対応を心がけましょう。

お客様との出会いにはいろいろな形があります。なかでも資料請求は、自社の商品やサービスに興
味を持っていただく貴重なチャンス。そして、そのお客様の情報を分析し、アプローチの計画を立て
る足がかりともなります。今回は、資料請求を増やすための効果的なアプローチ方法をご紹介しま
す。

 
 
　Webマーケティングでは資料請求や購入、会
員登録など、目標とする到達点や成果を『コン
バージョン（CV）』と言います。
　資料請求でいえば、１件の資料請求があった
時、その下層には10件の“興味はあるけれど資料
請求には至っていない（＝コンバージョンしていな
い）顧客”がいると考えられ、さらにその下層に 
“情報収集をしている段階の潜在的な顧客”が
100件いると考えられます。

　資料請求数アップのためには、この10件の“コ
ンバージョンしていない”顧客層にいかにアプ
ローチするかが重要となってきます。
　たとえばWebサイトの場合、ページの閲覧状況
を探れば、資料請求に至った訪問者と至らなかっ
た訪問者の違いが見えてくるでしょう。それらを元
に、確実に資料請求に誘導するための導線、コン
テンツの内容、バナーの位置などをより効果的な
ものに変えていくことができます。
　
　資料請求は、これから長いお付き合いとなるか
もしれないお客様との出会いの場です。興味があ
るのに今一歩踏み出せないお客様をうまく誘導で
きれば、資料請求を10倍に増やすことも不可能
ではないはずです。

資料請求から始まるお付き合い！　
効果的なアプローチ方法
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増客・増収の

ヒント

Web、雑誌、パンフレットなど
媒体からお客様の好みを探る

潜在顧客にアプローチして
さらなる資料請求数アップを狙う
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　従業員は始業時間に出勤する義務を負ってい
るため、遅刻は雇用契約違反となります。また
“ノーワーク・ノーペイの原則”といい、会社は従業
員が所定の時間働いたことに対して賃金を支払う
義務がありますが、働いていない時間の分は支払
う必要がありません。このことから、遅刻した時間
分を減額することができます。
　そして、遅刻の回数や態度などが悪質である場
合には、厳しい対応を考えなければなりません。
対処しないで放置することは、周囲の従業員のや
る気を削いでしまいます。
　遅刻を繰り返す従業員に対しては、注意指導を
行い、改善が見られない場合は、懲戒処分を検討
することになります。

　懲戒処分の対応は、おおむね以下のような段階
を追って行います。
　口頭での反省を求める“戒告”、書面（始末書）で
の反省を求める“譴責（けんせき）”などの軽い処
分を行い、さらに続くようであれば、“出勤停止”
“減給”などの重い処分とし、最後に解雇という順

番です。
　懲戒処分として減給する場合は、労働基準法第
91条によって上限が決められており、１回につき
平均賃金の１日分の半額まで、総額では一賃金支
払期の総額の10分の１までとなっています。

　減給処分の具体的な金額を計算してみます。
　まず、１回についての減給額です。
　直近３カ月間の賃金総額（時間外手当や通勤手
当を含む）の合計が90万円、３カ月の合計歴日数
を90日とした場合、１日の金額は１万円（90万円
÷90日）になりますので、その半額の5,000円が
１回の減額の上限になります。
　次に同賃金計算期間内に何回も減給処分が
あった場合の上限額の計算です。賃金総額を月
30万円とした場合、10分の１までとなりますの
で、最大３万円までの減給になります。

　注意指導の経過途中で、なぜ遅刻をするのか、
従業員に確認する機会を設けます。パワハラや病
気などが原因となっている場合は、“労災”や“休職
命令”といった対応が必要となるからです。
　また、出退勤の管理は日頃から確実に行いま
しょう。注意指導に関しても、注意指導書などを
作成し、書面で残しておくようにします。順序を
追って改善を促したという証拠になります。
いずれにしても解雇は最後の手段とし、まずは注
意指導や懲戒処分によって改善を促し、前向きな
対応を探ってみましょう。　
　なお、懲戒処分を行うのは、就業規則にあらか
じめ定めてある場合に限りますので、ご注意くだ
さい。
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理由がはっきりせず、何度も遅刻を繰り返す従業員がいます。対応をせずに放っておく
と、不公平感からほかの従業員にも影響がありそうで困っています。このまま続くよう
であれば減給や解雇も考えていますが、法的に問題はないのでしょうか？ また、会社と
してどのような対処をすればよいでしょうか？

遅刻を繰り返す社員への
減給は違法？QA&経営な

んでも

A
nswer

Q
uestion

ノーワーク・ノーペイの原則

段階を追って
書面で証拠を残す

減給の上限は
賃金総額の10分の１まで

遅刻は雇用契約違反になるため、減
給や解雇を行うことは十分に考えら
れます。しかし、注意や指導を行わず
にいきなり懲戒解雇にしたり、遅刻の
理由をきちんと確認せずに処分したり
してしまうと、裁判やトラブルに発展
するおそれがあるので避けましょう。
段階を追って、適切な対応を行ってい
くことが大切です。
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